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研究要旨 

2019 年度の特別研究「健康増進のための住環境についての研究」では、住宅環境に係る健康影

響・健康増進及びその機序に関するエビデンス、住宅及び健康影響に関連する統計データの収集が行

われた。その中で、我国における外気温低下による過剰死亡率が北欧よりも高いなど、住環境改善の

重要性を示すエビデンスが得られた。この他に、SVOC 等の化学物質、湿気、音、光等の影響に関す

るエビデンスを整理した。また、住宅統計、人口動態統計、省エネルギー住宅の普及率等を用いて、

我国の住宅環境に係る健康リスクの全体像を想定するためのフローを検討し、新たに必要な情報の整

理を行った。本研究は、上記の成果に基づいて、健康住宅に求められる条件を整理し、健康住宅のガ

イドライン作成のための基礎資料を得るとともに、住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証を行

うことを目的としている。令和 2 年度には、住宅環境に係る健康影響に関するエビデンスの収集・整

理を行い、住宅環境の実態と健康影響レベルの想定に関する分析方法の検討を行った。令和 2 年度以

降は、住宅環境の実態を踏まえた健康リスクの想定を行うとともに、省エネルギー住宅の普及などの

動向を踏まえて、住宅環境の改善にともなう健康状態の改善に関する推定と検証を行う。 

令和 2 年度には、以下の進捗があった。健康維持増進住宅研究から、空気質、温熱環境、コミュニ

ティと健康との関連性、屋外環境の影響を金額へ換算する手法、スマートウエルネス住宅研究からは、

断熱改修前後における居住者の血圧や活動量の変化と健康影響評価に関する知見を得た。国内外の文

献調査からは、WHO 健康と住宅のガイドラインと関連情報、騒音による循環器疾患への影響に関する

知見が強化された。また、気象データと人口動態統計を用いた疾病による死亡の季節依存性に関する

分析、コホート研究による、死亡率の外気温閾値の推定、化学物質及びダンプネスによる健康リスクの

実態分析によって、住環境改善による健康リスクの低減を示す基礎を構築した。また、1990 年時点の

断熱等級別の住宅ストックをベースに断熱等級別の着工戸数を積み上げる方法により，健康影響抑制

の将来推計方法の基礎を構築した。 
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A．研究目的 

1970 年代以降、住宅の省エネルギー化が推進さ

れ、新旧の住宅性能に大きな格差が生じる中、建

材等の化学物質、真菌・ダニ、ダンプネス等にとも

なうシックハウス症候群・アレルギー疾患、室内

温熱環境の影響が示唆されている高血圧症、脂質

異常症、虚血性心疾患、脳血管性疾患とヒートシ

ョックのような状態像など、多様な住宅環境に係

る健康リスクの可能性が指摘され、その対策が厚

生労働省及び国土交通省などによって検討されて

きた。 

近年、健康・省エネ住宅推進議連や健康・省エネ

住宅推進委員会（「健康・省エネ住宅普及啓発活動」

を行う学識者、自治体、省庁などによる委員会）の

議論を通じて、健康住宅への関心が改めて高まり、

厚生労働省においても健康・省エネ住宅の健康に

対する影響を調査研究するべきであるとの要請が

あった。また、国土交通省の「スマートウエルネス

住宅等推進事業」の調査により住宅環境の健康に

対する影響が示唆され、さらに令和元年 5 月 10 日

に改正建築物省エネ法が成立し、室内温熱環境の

整備が進むことが期待されている。 

2019 年度の特別研究「健康増進のための住環境

についての研究」では、住宅環境に係る健康影響・

健康増進及びその機序に関するエビデンス、住宅

及び健康影響に関連する統計データの収集が行わ

れている。その中で、我国における外気温低下に

よる過剰死亡率が北欧よりも高いなど、住環境改

善の重要性を示すエビデンスが得られつつある。

この他に、SVOC 等の化学物質、湿気、音、光等

の影響に関するエビデンスを整理している。また、

住宅統計、人口動態統計、省エネルギー住宅の普

及率等を用いて、我国の住宅環境に係る健康リス

クの全体像を想定するためのフローを検討し、新
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たに必要な情報の整理を行っている。 

本研究は、上記の特別研究の成果に基づいて、健

康住宅に求められる条件を整理し、健康住宅のガ

イドライン作成のための基礎資料を得るとともに、

住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証を行

うことを目的としている。令和 2 年度には、住宅

環境に係る健康影響に関するエビデンスの収集・

整理を行い、住宅環境の実態と健康影響レベルの

想定に関する分析方法を確立する。令和 2～4 年度

に、住宅環境の実態を踏まえた健康リスクの想定

を行うとともに、令和 3～4 年度に、省エネルギー

住宅の普及などの動向を踏まえて、住宅環境の改

善にともなう健康状態の改善に関する推定と検証

を行う。 

 

B．研究方法 

（１）居住に係る健康エビデンスの収集・整理（R2

年度） 

住宅環境と健康影響・健康増進に関する最新情

報を収集してガイドラインに向けて整理する。 

① 健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理（桑沢、長谷川） 

健康影響低減（空気質・湿気、温熱環境、屋

外環境の影響、ライフスタイルの調査から得

られた、健康影響要因、開発技術要素、室内環

境ガイドラインに関する情報）、健康増進（住

環境満足度や CASBEE 健康チェックリスト

総合スコア、ストレス・健康・慢性疼痛などの

身体症状）に関する成果を整理する。 

② スマートウエルネス住宅研究開発委員会成果

のエビデンス整理（長谷川、森） 

断熱改修等の温熱環境改善に係る健康関連

事象（年間室温と血圧の季節差、温度ムラと

血圧、断熱改修と血圧低下、室内温度とコレ

ステロール値、室内温度と可活動膀胱症状な

ど）についての成果を整理する。 

③ 国内外の住宅環境に係る健康エビデンス整理

（東、荒木、杉山） 

世界保健機関（WHO）及びその欧州地域事

務局（WHO 欧州）、欧州北米、国内の研究機

関を対象に、室内温熱環境及び空気環境等の

室内環境要素と健康影響に関する最新のエビ

デンスを整理する。 

④ スマートウエルネス住宅、トップランナー住

宅、健康増進に配慮した復興住宅に関する調

査（全員） 

健康維持増進を目的とした、先進的住宅事

業に関するヒアリング及び実地調査を行い、

事業コンセプト、設計施工状況、居住者の健

康状態等の情報を収集整理する。 

（２）住宅環境の実態と健康影響の分析（R2 年度

～R4 年度） 

① 総務省統計局住宅・土地統計調査、省エネ住

宅普及率を用いた住宅性能の実態（桑沢、長

谷川） 

既存統計データを用いて、住宅ストックの

仕様、温熱空気環境に関する性能の地域分布

を把握する。 

② アメダス気象データ、人口動態統計、家計調

査を用いた気象と死亡率の関係（森） 

アメダス気象データの観測点と死亡地との

突合を行い、家計調査から暖房レベルを推定

したうえで、気象条件と死因別死亡の関係性

を明らかにする。 

③ 室温の死亡率上昇閾値の推計：既存データと

コホートデータリンケージによる分析（佐伯） 

既存情報を用いて、外気温低下による寒冷

曝露からイベント発現までの潜時を考慮した

最新の分析手法(DLNM)を用い、死亡率が上

昇する外気温閾値を推計する。さらに住環境

の健康影響に関するコホート研究（平城京ス

タディ n=1127）の室温データと外気温の相関

から、死亡率が上昇する室温閾値を推計する。 

④ 化学物質及びダンプネスによる健康リスクの

実態（荒木、金、開原） 

地域、築年数等を踏まえ、化学物質濃度及

びダンプネスに伴う健康リスクの実態を推定

する。 

（３）住宅環境改善の健康状態に関する効果の検

証（R3 年度～R4 年度） 

研究１、研究 2 を踏まえて、住宅環境の改善に

よる健康増進効果の可能性を明らかにする。 
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① 省エネルギー法の普及に伴う室内温熱環境の

改善による健康リスクの変化（桑沢、長谷川、

森） 

省エネ住宅の普及による室内温熱環境の向

上と健康増進効果について、地域性を考慮し

て推定する。 

② 居住リテラシーと健康リスク低減効果の推定

（長谷川、荒木、阪東） 

既存の住まい方マニュアル、居住リテラシ

ー調査の結果を整理し、健康住宅ガイドライ

ンの基礎とする。 

③ 住宅環境に係る健康リスクと QOL 及び医療

費の関係（杉山、小林、阪東） 

居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の

関係、医療費及び環境改善費の関係について

整理を行い、住宅環境の改善効果の波及範囲

に関する考え方を示す。 

 

以上のように、本研究は既往の文献および公表

データに基づいており、個人情報を全く使用せず、

倫理面の問題は発生しない。 

 

C．研究結果及び考察 

C1．居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデン

スについて、以下に示す。健康維持増進住宅研究

第一フェーズでは、住宅内の空気質、温熱環境さ

らには屋外環境、コミュニティと健康との関連を

検討しており、屋外環境の影響を金額へ換算する

手法など、今後の研究上参考にするべき点が多く

ある。 

・健康維持増進住宅研究第二フェーズでは、第一

フェーズにて実施されていた内容を継続して成果

を上げている。浴室・脱衣室温の許容値や屋外気

温の影響などについては具体的な数値が挙げられ

ており、住宅の健康性評価に活用できる。また、健

康チェックリスト、コミュニティの健康チェック

リストについても評価への活用が期待できる。 

・住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェ

ックリストは、健康維持増進住宅研究委員会にお

ける成果を活用し、簡単なインターフェースで自

宅の居住環境の健康性を判断できるツールとして

の活用が可能である。 

・コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コ

ミュニティの健康チェックリストは、健康維持増

進住宅研究委員会における成果を活用し、自宅の

おかれたコミュニティの状況から地域における健

康面の問題を判断できるツールとしての活用が可

能である。 

住宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、

コミュニティと健康との関連に関する各種の調

査・研究成果が示されていた。また、これらの研究

過程で示された成果を活用した、「住まいの健康

性評価ツール CASBEE 健康チェックリスト」、

「コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コ

ミュニティの健康チェックリスト」は健康面の問

題を判断できるツールとしての活用が可能である。

住宅環境と健康影響・健康増進に関する最新情報

を収集してガイドラインに向けて整理する。 

スマートウエルネス住宅研究開発事業は，一般

社団法人日本サステナブル建築協会が主体となり，

全国各地の医学・建築環境工学の学識者で構成す

る委員会（委員長：村上修三，東京大学名誉教授）

を構成している。平成 26 年度から令和元年度にか

けて断熱改修を予定・実施する住宅を対象として，

改修前後における居住者の血圧や活動量等を計測

し，住環境の変化に伴う健康への影響を評価して

いる。調査が終了した直後から得られたデータ（改

修前後を対象にした約 1,800 世帯，約 3,600 人を

対象）を分析し，以下の観点から貴重な知見を社

会に発信している。 

① 家庭血圧と室温 

② 健康診断数値と室温 

③ 過活動膀胱・睡眠障害と室温 

④ 入浴習慣と室温 

⑤ 疾病・症状と室温 

⑥ 身体活動と温熱環境 

また、過年度に環境調査を実施した世帯に対し

てコホート調査を企画し、改修を終えた住宅の毎

冬の状況を把握することにより、断熱水準による

健康影響について検証を継続し、断熱と健康に関

する更なる知見を蓄積がされている。 



- 5 - 

国内外の住宅環境に係る健康エビデンスについ

て以下に示す。住環境による居住者の健康影響と

して、主として室内環境化学物質に起因するシッ

クハウス症候群や化学物質過敏症、真菌・ダニ等

によるアレルギー疾患、室内温度に起因する高血

圧、脂質異常症、虚血性心疾患、脳血管障害等の多

様な疾病が示唆されている。生活習慣病等に関わ

る住宅環境要因について、世界保健機関（WHO）

の動向や関連文献を収集・整理し、これらのエビ

デンスに関わる情報をとりまとめた。WHO では、

2018 年 11 月に住宅と健康のガイドラインを公表

して以降、これらのガイドラインを各国がどのよ

うに実施できるかについての議論が行われてきた。

とりわけアフリカやアジア等の途上国を中心に議

論が進められ、2020 年 1 月にはジュネーブで会合

が開催された。但し、ガイドラインをどのように

実行するかについては、各国の社会経済状況の影

響を大きく受けることもあり、各国における

WHO の住宅と健康のガイドラインの実践をサポ

ートする目的で、各国における健康住宅に関係す

る法規制等をレビューして「Repository: 所蔵庫」

としてとりまとめたものを 2021 年 1 月に公表し

た。また、COVID-19 の世界的流行の状況下にお

いて、基本的な感染予防策に加えて、予防的措置

として、適度な室内換気を確保することや、その

ための改善方法に関するロードマップを 2021 年

3 月に公表した。その他の文献調査では、建築物室

内の温度、湿度、換気と居住者の健康影響との関

係に関する文献レビュー、ダスト中準揮発性有機

化合物（SVOC）の指針値に関する検討結果につい

て、国際雑誌に論文として公表した。また近年、住

宅環境として、住宅周辺の緑化環境（Greenness）

が生活習慣病（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク

低減に関与することを示唆する疫学研究が欧米諸

国で報告されている。住環境による健康増進に向

けた新たな分野として、このことに関する疫学研

究のレビューを行った。緑化環境から期待される

事象としては、自然緑化や人工的な緑化によって、

ストレスや不安の緩和、大気汚染や騒音の低減、

ヒートアイランド化の低減、身体活動の促進があ

る。文献レビューの結果、緑化環境との関係が示

唆されるアウトカムとして、総死亡、虚血性心疾

患、脳卒中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、肥

満との関係が示唆されていた。 

騒音による健康影響については、これまでに世

界各国で数多くの研究がなされている。本研究で

は健康障害の中でも循環器疾患に影響を与えると

考えられる住居因子に関する先行研究について、

直近 1 年間で新たに発表された研究を対象とした

文献調査を行い、今後わが国において健康増進の

ための住居環境に関する研究を進める上で必要と

思われる課題の抽出を試みた。 

WHO の関連ガイドライン（WHO Housing and 

health guidelines および Noise guidelines for 

the European Region）を参考にした検索式にて

PubMed を用いた文献検索を行い、9 件の対象文

献を抽出した（検索対象：2020 年 12 月 15 日から

過去 1 年分）。評価対象となる居住環境因子につい

ては、その出現頻度やこれまでの知見を鑑み、１）

各種騒音と循環器疾患の関連 ２）室内温度と循

環器疾患の関連 ３）大気汚染と循環器疾患の関

連 以上の 3 カテゴリーに先行研究を大別するこ

ととした。英語以外で書かれた文献や学術論文化

されていない thesis および学会抄録は最終的な評

価対象から除外した。また、アウトカムである循

環器疾患については虚血性心疾患・脳卒中の発症

もしくは死亡・循環器疾患による救急受診・循環

器疾患による服薬（除く降圧薬のみ）といったハ

ードエンドポイントを扱ったものに対象を絞って

検討を行った。 

文献検索の結果、１）各種騒音と循環器疾患の

関連については 6 件、２）室内温度と循環器疾患

の関連については 1 件、３）大気汚染と循環器疾

患の関連特に騒音と循環器疾患の関連については

2 件の文献が抽出された。１）の騒音曝露と循環器

疾患の発症・死亡などとの間に概ね正の関連が見

られた。２）については、温暖期では室温が上昇す

るにつれ、寒冷期では室温が下降するにつれ、よ

り短い累積曝露時間で循環器疾患による救急受診

に対するリスクが上昇していた。３）については

騒音と同様に、大気汚染と循環器疾患の発症・死

亡などとの間に概ね正の関連が見られた。今回抽
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出された研究の中に日本国内で行われた研究は抽

出されず、既存の国内コホート研究と協働して研

究を行う場合には、新型コロナウイルスの影響で

現地調査が難しい状況を踏まえると、曝露因子の

評価を住居単位で行う事は困難を伴うと思われ、、

騒音などの曝露については住居単位ではなく市町

村レベルのデータを利用した retrospective なア

プローチするのが現実的ではないかと考えられた。 

 

C2．住宅環境の実態と健康影響の分析 

気象データと人口動態統計を用いた疾病による

死亡の季節依存性に関する経時的分析については、

以下の知見が得られた。日本人の死因で心疾患、

脳血管疾患、呼吸器疾患、不慮の溺死溺水は冬季

に増加するという報告が多い。本研究では 1972～

2015 年の人口動態統計死亡票と気象データの関

係を整理し、健康で安全な建築、都市計画の指標

とすることを目的とした。個々の死亡データと日

平均気温をマージさせてデータベースを作成し

(1)CSVM、(2)Death Index、(3)死亡数重み付け月

平均外気温と月別死亡割合による分析を行った。

その結果、下記の知見を得た。 

欧州 30 か国と日本 6 都市について、CSVM と

冬期の外気温の間には正の相関が見られた。 

CSVM と二重サッシ・複層ガラスの窓の普及率

との間に負の相関が認められた。JD Healy らによ

る欧州を対象とした研究においても、窓の性能と

CSVM との間には有意な相関が認められており、

冬の寒さを意識した生活スタイルにより、冬期の

死亡割合は低くなることが示唆された。 

月別死亡割合の外気温に対する回帰係数は寒冷

地で小さく、寒冷地以外の地域でも 1980 年頃よ

り改善の傾向が見られた。また、死亡割合が低外

気温と高温で高くなる現象は年齢調整を行うと小

さくなった．高温、低温気象下での高齢者へのサ

ポートによって死亡数を減少させることができる

と考えられる。 

月別死亡割合の回帰係数と建築的な要因の比較

に関して、暖房費の増加割合との相関関係があっ

た。冬に暖房費を多く使う地域ほど回帰係数が小

さかったため、暖房によって死亡率を削減できる

と考えられる。 

室温の死亡率上昇閾値の推計では、以下の知見

が得られた。外気温が低下する冬に死亡率が上

昇する現象は、1900 年代前半から世界各国の統

計から認識されていた。近年、統計分析法の進

歩により、低い外気温に曝露後に死亡するまで

の潜時を考慮して正確に相対危険や過剰死亡数

を推定する方法が開発され、研究が進んでいる。

この方法を用いて推定したわが国の外気温低下

と関連する過剰死亡数は、喫煙や高血圧による

過剰死亡に匹敵することから、公衆衛生上重要

な課題である。外気温低下による死亡率上昇の

対策として、ＷＨＯは住環境に関するガイドラ

イン（2018年）を公表しており、冬の室温を 18℃

以上に維持するように勧告している。しかし室

温の目標値設定の根拠に乏しく不明瞭である。

室温コントロールの目標値の設定にはコホート

研究によって、対象者が曝露する室温を測定し

ておき、死亡率の上昇する室温の閾値を明らか

にすることが望ましいが、そのためには数十万

人単位の大規模コホートの設定が必要となるた

め、現実的ではない。そこで本研究では既存の

死亡率および外気温データと、筆者らが実施す

るコホート研究参加者の室温データのリンケー

ジによって、死亡率上昇の室温閾値を推定しよ

うとするものである。 

本研究では、コホート研究参加者が居住する

奈良県の人口動態統計と気象庁の外気温データ

を用いて、外気温低下と死亡率上昇に関して、

温度曝露から死亡までの潜時を考慮した時系列

分析モデル  (DLNM: Distributed Lag Non-

linear Model)を行い、死亡率が上昇する外気温

の閾値を推定する。続いて著者らが実施する前

向きコホート研究のベースライン測定において、

同時に室温と外気温を測定した結果に基づいて

回帰式を推定し、外気温の上昇閾値に対応する

室温とその信頼区間を推定する。今年度は分析

に用いるコードを統計モデル開発者から入手し、

テストデータを用いた分析を行って、実効性を

確認できた。既存データの分析に用いる死亡デ

ータの利用について厚生労働省に申請し、デー
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タの入手を待っているところであり、研究はお

おむね順調に進行している。 

化学物質及びダンプネスによる健康リスクの実

態については、今の知見が得られた。室内環境と

学童の自覚症状との関連に注目し、以下のように

整理した。今日、特に都市部においては、人々は一

日のうちの約 90％の時間を室内で過ごす。そのう

ち自宅で過ごす時間が50-60％を占める。加えて、

新型コロナコロナウイルス（COVID-19）による感

染拡大を受け、外出の自粛、および休校や在宅勤

務の増加により、多くの人が自宅で過ごすことに

なった。過去の学童を対象とした調査から、室内

環境のうち、ダンプネスの増加、排気の無いガス

や石油暖房器具の使用、換気システムが無いこと

が、シックハウス症候群やアトピー性皮膚炎、喘

息有訴のリスクを上げることを報告した。しかし、

一般的な風邪症状と自宅環境との関連については

明らかになっていない。そこで、本研究では、最近

1 年間のよく風邪をひく、咳が続くといった自覚

症状と病院受診の有無と自宅環境との関係を明ら

かにすることを目的とした。 

本研究は、2008 年－2009 年に北海道札幌市の

公立小学校 12 校の全校生徒を対象に実施した調

査票調査のデータを用いた。子どもの自覚症状と

しては、Andersson によるシックビル質問票

MM080 for school から、最近 1 年間の自覚症状

（「息がゼイゼイする・息苦しい」「せきが長く続

く」「よくかぜをひく」「何回も抗生物質を服用す

る」）4 項目に加え、それらについて「病院にかか

ったか」を用いた。住環境としては、自宅の構造、

築年、居住者数、過去 1 年の改修の有無、喫煙者

の有無、換気装置の有無、ペットの有無、カーペッ

トの有無、幹線道路からの距離について調査を行

った。自覚症状の有無と住環境についてはχ二乗

検定および、ロジスティック回帰分析では性・年

齢で調整した。解析は JMP（SAS）で行った。 

結果が回収できた 4,408 人（69.0%）を解析に用

いた。有訴割合は、「息がゼイゼイする・息苦しい」

13.0%、「せきが長く続く」15.5%、「よく風邪をひ

く」9.5%、「何回も抗生物質を飲む」7.1%だった。

性・年齢で調整後も統計学的有意な関連が認めら

れた住環境は、戸建て以外の住宅、喫煙者がいる、

換気システムがない、カーペットの敷き詰めがあ

る、幹線道路の近くの住宅、築年、ダンプネス指数

であった。医療機関を受診したケースのみにする

と、築年経過と、ダンプネス指数の増加がリスク

を上げる結果が認められた。 

築年の増加やダンプネス指数の増加のみならず、

木造以外の構造、集合住宅、喫煙者がいる、換気シ

ステムがない、カーペットの敷き詰め、幹線道路

の近くの居住が、息苦しさ、長く続くせき、易風邪

の罹患、抗生物質の服用といった自覚症状のリス

クを上げることが明らかになった。こういった症

状のリスク要因には基礎疾患の有無など様々な要

因が考えられるが、住環境の改善によってリスク

を下げる可能性がある。本研究の限界としては、

検討した要因、例えば築年数の古さと換気設備が

ないことは相関しており、どれが独立した要因で

あるかまでは検討できていない。また、横断研究

であり、因果関係を述べることはできない点があ

る。 

健康影響抑制の将来推計方法について、以下の

知見が得られた。統計データを組み合わせて、住

宅ストックの断熱性能の地域分布を推定する手法

の構築を目指している。断熱性能が高い住宅スト

ックが増加すれば、それに伴う室内温熱環境を始

めとする室内環境の質の向上と健康増進効果に期

待できる。 

本年度は、構築している手法を用い秋田県を例

として、2050 年までの断熱水準(無断熱、1980 年

基準、1992 年基準、1999 年基準)の割合を推計し

た。住宅ストックに占める断熱水準別の割合は、

各年の着工住宅に占める断熱水準別の割合から戸

数を想定し、1990 年時点の断熱等級別の住宅スト

ックをベースに断熱等級別の着工戸数を積み上げ

ることにより、将来推計が可能となる。 

今後、この手法を全国に展開し、都道府県毎の

現状と将来推計を行う予定である。住宅ストック

の断熱水準を知ることができれば、断熱仕様と温

熱環境の関係についての数値シミュレーションに

より居室の最低気温や気温の出現頻度分布等を求

めることができる。また、断熱性能に見合った温



- 8 - 

熱気環境を把握することができ、各地域の住宅性

能の実態や将来を予測することが可能となる。 

 

D．総括 

健康維持増進住宅研究から、空気質、温熱環境、

コミュニティと健康との関連性、屋外環境の影響

を金額へ換算する手法、スマートウエルネス住宅

研究からは、断熱改修前後における居住者の血圧

や活動量の変化と健康影響評価に関する知見を

得た。国内外の文献調査からは、WHO 健康と住

宅のガイドラインと関連情報、騒音による循環器

疾患への影響に関する知見が強化された。また、

気象データと人口動態統計を用いた疾病による

死亡の季節依存性に関する分析、コホート研究に

よる、死亡率の外気温閾値の推定、化学物質及び

ダンプネスによる健康リスクの実態分析によっ

て、住環境改善による健康リスクの低減を示す基

礎を構築した。また、1990 年時点の断熱等級別

の住宅ストックをベースに断熱等級別の着工戸

数を積み上げる方法により，健康影響抑制の将来

推計方法の基礎を構築した。 
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